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^ 国土交通大学校長から指名停止を受けてい
る期間中でないこと。

_ 電気事業法第３条第１項の規定に基づき一
般電気事業者としての許可を得ている者又は
同法第16条の２第１項の規定に基づき特定規
模電気事業者としての届出を行っている者で
あること。

` 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。

a 入札説明書の交付を受けた者であること。
３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒187`8520 東京都小平市喜平町２`２`
１ 国土交通大学校総務部総務課管財係 宇
賀山 剛 電話042`321`1541 内線2235

] 入札書の受領期限 平成22年３月24日10時
00分

^ 開札の日時及び場所 平成22年３月24日10

時00分 国土交通大学校管理厚生棟１階Ａ会
議室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書のほか
に必要な証明書等を入札書の受領期限までに
上記３\に示す場所に提出しなければならな
い。また、開札日の前日までの間において支
出負担行為担当官から仕様書等に関する説明
を求められた場合には、それに応じなければ
ならない。

_ 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Atsushi Itou Director Ge-

neral of College of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism.

] Classification of the products to be pro-

cured : 26

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to use in the College

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism 1 set

_ Delivery period : From 1 April, 2010 th-

rough 31 March, 2011

` Delivery place : As in the tender do-

cumentation

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

| have grade A, B or C on Úselling of

productsÙ in the Kanto・Koushinetsu

area in terms of the qualification for par-

ticipating in tenders by Ministry of Land,

Infrastructure, Transport and Tourism

(single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2010／
2011／2012.

} not be under suspension of nomination

by College of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism

~ have permission to be a general elec-

tric enterprise in accordance with Article

3, Section 1 of the Electricity Utilities In-

dustry Law, or have registered as a spe-

cified scale electric enterprise in accor-

dance with Article 16`2, Section 1 of the

same law

� Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２

b Time-limit for tender : 10 : 00 24 March,

2010

c Contact point for the notice : Tsuyoshi

Ugayama, Supply Section, General Affairs

division, General Affairs Department, Col-

lege of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism, 2`2`1 Kihei-cho, Kodaira-shi,

Tokyo, 187`8520 Japan. TEL 042`321`

1541 ex 2235

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年２月１日

支出負担行為担当官
大阪航空局長 片平 和夫

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

〇阪空経第 709号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 16

] 調達物品及び数量
長崎空港Ａ地区照明施設用75kVA発電装

置１式の製造（電子入札対象案件）
^ 調達物品の特質等 仕様書による。
_ 電子入札システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子入札システムで行う
対象案件である。なお、電子入札システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。

` 納入期限 平成22年９月30日
a 納入場所 仕様書による。
b 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の５％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の105分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書・仕様書の配布場所及び問い合わ
せ先
〒540`8559 大阪市中央区大手前４`１`

76大阪合同庁舎第４号館 国土交通省大阪航
空局総務部経理課契約係 森本 謙司 電話
06`6949`6211 内線5045

] 電子入札システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
国土交通省電子入札システム
https://e2odw.e-bisc.go.jp/CALS/Accepter/

^ 入札説明書及び仕様書の配布方法 平成22

年２月１日より平成22年３月３日まで無償で
貸与する。ただし、関係書類の交付、返却に
要する費用は実費負担とする。

_ 電子入札システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限、及び紙入札方式に
よる証明書等の受領期限 平成22年３月３日
17時00分

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。

] 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。

^ 平成19・20・21年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）のうち、開札時までに
「物品の製造」で「Ａ等級」に格付けされて
いる者。

_ 大阪航空局長から指名停止の措置を受けて
いる期間中の者でないこと。

` 同種物品（定格出力75kVA以上の自動制
御式ディーゼル発電装置）に関し、下記の{

実績及び|からƒの体制を有する者であるこ
と。
{ 平成６年４月１日以降において、同種物
品を製造し納入した実績（契約）を有する
こと。ただし、主要機器である「ディーゼ
ル機関」又は「発電機及び自動制御盤」を
自ら製造していること。

| 品質管理体制が整備されていること。
} 設計・製造を行うために必要な組織体
制、技術者、整備を有すること。

~ 「サービス・修理体制」の部門及び人員
が配置されていること。

� アフターサービスの為の緊急連絡体制
（夜間・休日を含む。）が確立されているこ
と。

� 障害発生時の技術者の派遣対応が24時間
以内にできる体制であること。

‚ 納入後25年以上、調達物品の部品を補給
できること。

ƒ 発注から３か月以内に調達物品の部品を
補給できること。

a 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
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